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第1章 1953年の青森県
1．はじめに
1953年2月28日，衆議院予算委員会における吉田茂首相の「バカヤロ
ウ」発言に端を発して，衆議院は3月13日に解散され，4月19日，前の総
選挙からわずか約半年を経て再び，総選挙が実施された。本県の当選者は，
第一区では吉田茂が率いる自由党の夏堀源三郎（5万6,780票），同じく自
由党の山崎岩男（4万6,913票），改進党の三浦一雄（4万6,827票），およ
び左派社会党の淡谷悠蔵（4万4,428票）であった。一方，第二区では，
改進党の楠美省吾（4万8,031票），自由党の木村文男（4万5,236票），お
よび自由党の三浦精一（4万1,442票）が当選した。なお，第一区では，
鳩山・自由党に参加した小笠原八十美は次点（3万9,335票），また第二区
では，改進党の笹森順三も次点（3万8,591票）で各々落選の憂き目をみ
た（木村良一『検証 戦後青森県衆議院議員選挙』〔北方新社，1989年〕，83～84頁）。
衆議院が解散された直後の3月27日，東北遊説の旅を続けていた自由党
総裁の吉田茂首相が青森県入りし，弘前市と青森市で講演会をこなし，総
選挙を控えた自由党候補たちへのテコ入れを行った。吉田首相は，記者会
見においても終始“ワンマン”ぶりを発揮し，講演会では「不明朗政治」
の破算を訴えた（『新聞記事で見る東奥日報日記百年史』〔東奥日報社，1978年〕，
757～758頁）。吉田首相のテコ入れが奏功したのかは定かではないが，総選
挙の結果，本県では定員7名の中，自由党が4名の当選者をだして過半数
を占め，その他に，改進党が2名，左派社会党が1名当選した。
続いて4月24日に，参議院・通常選挙が行われ，地方区では緑風会の佐
藤尚武（29万4,422票）が，また全国区では42位につけた改進党の苫米地
義三が当選した。しかしその後，6月16日に地方区選出で自由党所属の工
藤鉄男が死去，補欠選挙が7月30日に実施され，改進党の笹森順三（20万
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4,289票）が当選して国政に復帰した。
我が国は1951年9月，米国のサンフランシスコ市で対日平和条約に調印，
翌年1952年4月に独立を達成した。だが，日米安保条約および日米地位協
定の締結により米軍が駐留し，その基地は存置されたままであった。本県
でも，八戸市の高舘，大三沢，および下北の関根演習地などは，そのよき
例である。ところが米軍側は，4月に入り関根演習地の拡大，および新た
に岩木山麓の山田野まで接収したいとの意向を日本側に示してきた。これ
には，地元民はもとより県や県議会があげて猛反対，8月25日，青森市の
県庁広場前で「演習地反対県民大会」を開催するなど，それは一大県民運
動となり，最終的に要求の一部を撤回させた（『青森県議会史 自昭和28年～
至昭和34年』〔青森県議会，1960年〕，62頁）。
この年本県では，異常天候の影響により1931（昭和6）年以来という冷
害凶作に見舞われ，米約58万石の減収が見込まれた。そこで，県は凶作対
策本部を設置して県議会と協力，12月7日に開会された第16臨時県議会で
は，津島文治知事が対策費として4億5千万円におよぶ救済予算を提示し，
農民のため緊急措置を講じた（『東奥日報』1953年12月8日）。
八戸市長の村井倉松は5月以降，病で倒れ入院を余儀なくされていたと
ころ，10月23日，任期1年半を残して死去した。12月6日に実施された市
長選には，市議会議長の岩岡徳兵衛（自由党）をはじめ3人が立候補，岩
岡が1万5,402票を獲得し，左派社会党が推薦した医師の岩淵謙一を約
4,000票離して当選，第9代市長に就任した（『東奥年鑑 昭和29年版』〔東奥
日報社，1954年〕，49頁）。
本章では，1953年の青森県の政治動向を分析する。論述は第一に，吉田
茂首相来県の模様を紹介する。第二に，衆議院総選挙，参議院通常選挙，
および参議院補選の結果を検討する。第三に，演習地接収反対運動の実態
を述べ，その上で，八戸市長選挙の課題を報告する。
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2．吉田首相の来県
自由党総裁の吉田茂首相は，麻生和子夫人らを伴って東北各地で遊説を
こなし，3月27日午後7時51分，秋田県から大鰐駅到着の列車で青森県入
りした。現職首相の来県に対して，津島文治知事，中村清次郎県議会副議
長，夏堀源三郎自由党県連支部長，高谷金五郎幹事長らをはじめとして，
自由党員および町民約千名が出迎えた。
吉田首相はこの夜，大鰐駅に到着したものの，しかし，出迎えた記者団
のインタビューの申し入れについて，旅の疲れを理由に断り早くも“ワン
マン”ぶりを見せた。また，宿泊所の加賀助旅館も，首相随行員以外には
一般客の宿泊は一切だめであると謝絶，駅から旅館までワンマン一色であ
った。実際，大鰐町の人々も駅で自動車に乗り込む吉田首相の姿をチラッ
ト見ただけで，完全に排除された形となった（前掲書『新聞記事で見る東奥日
報日記百年史』，757～758頁）。
初の本県入りして大鰐町に一泊した吉田首相は，翌28日午前11時40分，
大鰐駅をあとにして，12時10分，弘前市長公舎に到着，櫻田清芽市長（自
由党）の出迎えを受けた。吉田首相は，同公舎で記者団と会見し，午後3
時から柴田学園講堂で約20分にわたり演説を行った。ちなみに，吉田首相
は記者団との会見で，“民主政治擁護のため旅に出たのだ”と前置きし
（『東奥日報』1953年3月29日），7分間，最近の政局に関して次のように語っ
た。
「この機会に東北遊説にのぼった趣旨を述べたいとおもうが，この数ヶ
月の間，政局は混濁し，実は不愉快に過ごした。この混濁した有様は実に
見下げはてたものであり，アイソが尽きた。政局の状況はそのままに出来
ない，日本の独立が第一歩を踏み再建の道途にある時，今のような不明朗
な政治であっては，国民が政党，国会を信頼しなくなり，民主政治がどこ
にあるか，その精神も了解しなくなる。国会政界とも不明朗で国民を忘却
した陰謀やヤミ取引で政界の動きで政府が倒されている。このままでは，
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日本の政治の将来が憂えられる。国民の利を無視したかかる状況では国の
前途知るべきものがあり，民主政治擁護のため全国遊説を志したわけであ
る。国民も県民も一致した政治を明朗にし，民主主義政治に徹するよう協
力を望みたい」（『陸奥新報』1953年3月29日）。
吉田首相は午後3時から，柴田学園の会場を埋め尽くした聴衆に対して，
「弘前にきて初めて快晴に恵まれ誠に爽快である」と述べるなど，終始御
機嫌ぶりであったという。会場では約20分間にわたって演説，午後4時1
分発の列車で青森に向かった。青森では知事公舎で休憩，その後，野脇中
学校講堂での演説会に臨んだ。
午後6時5分，演説会場にあらわれた吉田首相の姿と聴衆の対応を，地
元の東奥日報紙は，次のように伝えている。「ワーツという歓声と激しい
拍手の嵐に迎えられ茶の背広に身を包んだ小柄な男が演壇に現れる。……
まばゆいフラッシュに口元をギューと固く結びカメラマンに左手をふる。
せい一杯憤まんをこらえた顔……。この日のワンマンの人気はすばらしい
もので，会場には昼からつめかけた聴衆もあって押すな，押すなの盛況。
はみ出した群衆は講堂のグルリを取り囲み“入れろ，入れない”で警察官
ともみあっていたが，首相到着前に囲みを破ってドッと押し入ってしまい
会場は人いきでムンムンするほどだった」（『東奥日報』1953年3月30日）。
しかしながら，吉田首相は，演説中に聴衆のヤジに“苦虫”を示し，20
分そこそこで降壇，その後車で宿泊地である浅虫温泉の東奥館に急ぎ，こ
こに一泊し，そして翌29日午前11時40分発の急行「みちのく」に乗り込み，
八戸市にはよらず岩手県の盛岡市に向かった。
3．衆議院総選挙，参議院通常選挙，参議院補欠選挙
①衆議院総選挙
第26回衆議院総選挙は1953年4月19日に行われ，本県では第一区と第二
区合わせて定員7名に対して19名が立候補した。その内訳は，第一区が山
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崎岩男，夏堀源三郎，小笠原八十美，および森田重次郎の現役議員に対し
て，平野善次郎，三浦一雄，淡谷悠蔵，大塚英五郎，岡本久三郎，および
坂本三次郎が挑んだ。一方，第二区では，三和精一，木村文男，および笹
森順三の現役議員に対して，楠美省吾，外崎千代吉，清藤志郎，鈴木清四
朗，柴田久次郎，および中川功が挑んだ（木村良一，前掲書『検証 戦後青森
県衆議院議員選挙』，80，82頁）。
既述のように，総選挙の結果は，第一区は夏堀，山崎，三浦，および淡
谷が当選，第二区では，楠美，木村，および三和が当選，自由党と改進党
の得票率を合わせると，いわゆる保守党の占有率は82.5％に達した。本県
の“保守王国”は，革新系の淡谷が一議席を獲得したものの，全く揺るぎ
もしなかった。なお，投票率の方は男性81.68％，女性74.17％で平均する
と77.99％で，前回を0.82％上回った。政治学者の木村良一は，その背景
について，「本県の投票率が高かったというのは，それだけ激戦であった
ことを物語る」，と指摘している（同上，86頁）。
今回の総選挙では，小笠原，森田，笹森という大物の前議員が落選，し
かも，左派社会党の淡谷の新登場もあって，青森県の政界図に変化の兆し
が見られた。この点について，東奥日報紙は「選挙戦顧みて」と題する記
者座談会で次のように分析している。
「A─改進党が振るわず，社会党の伸びている全国的傾向から見て，本
県もその縮図といえよう。笹森，小笠原，森田の落選はある意味で全国の
傾向と共通していると思う。それはボス的だといわれる人物と実行力に乏
しい人が排撃されたという点である。B─小笠原，森田，笹森の落選は選
手交代を如実に示している」。
「A─保守系の候補者でないという選挙民の期待と左派社会党が上げ潮に
乗って全国的に人気を博している客観的情勢の勝利だ。B─個人に対する
魅力も大きく左右したと思う。特に農村の青年に多いと思う。それと県下
各労組の選挙対策が下部まで浸透したことだ」（『東奥日報』1953年4月21日）。
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②参議院通常選挙
第3回参議院通常選挙は，1953年4月24日に行われた。衆議院が突然と
して解散されために，告示日が衆議院と同じ3月24日と重なった。その分，
参院選に対する県民の関心は総じて低く，投票率は平均61.1％に留まり，
男性が68.99％，女性が54.82％であった。このように，選挙民は参院選に
は全く関心がないかのようであり，先の衆院選のような時の興奮は街で見
られなかった。
選挙の結果は，既述のように，現職の佐藤尚武が大久保弥三郎と大沢久
明に圧倒的票差をつけて再選された。佐藤は現職の参議院議長であり，選
挙戦では圧倒的に強いことが予想され，事実，結果は佐藤の独走となった。
一方，全国区では，苫米地義三が42位で当選，本県から全国区に立候補し
て当選したのはこれが初めての事例である（木村良一『青森県参議院選挙』〔北
方新社，1998年〕，16，19頁）。
③参議院補欠選挙
6月16日，参議院議員で地方区選出の工藤鉄男が死去した。そのため，
突然降ってわいたかのように，参議院の補欠選挙が行われることになり，
先の総選挙で落選した大物たちは色めきたち，当初，改進党の笹森順造と
自由党の小笠原八十美との争いになると見られた。しかし小笠原は出馬せ
ず，保守側で立候補したのは笹森のみで，共産党の大沢久明との一騎打ち
になった。だが，選挙では組織力と知名度で勝る笹森の圧勝に終わった。
政治学者の木村良一は，今回の参議院補欠選挙について，次のように分
析している。「冷めた選挙であった。投票率は選挙史上最低の35.50％に止
まった。……初めから笹森の当選が分かっていたことであり，選挙熱は低
調そのものであった」（同上，23頁）。
4．演習地接収反対運動
米軍は日本独立後も駐留し続け，そのため，演習地の返還をめぐって各
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地で反対闘争が勃発，本県とて例外でなかった。1953年4月，米軍側から，
岩木山麓の山田野地区約4,729町歩を下北郡関根地区の代替地として使用
したいとの要求があった。また，5月には，関根地区と三沢地区の1,080
坪の追加接収の申し出があった。
これまで関根地区などの接収に反対，その返還を求めていた県民は，米
軍側の岩木山麓の使用要求を契機に反発を強め，演習地反対の県民大会を
開催するなど，それは，一大県民運動として展開されることになった。確
かに，米軍の演習地接収は，講和成立後も拡大する傾向にあったとはいえ，
今回の接収は未利用の山林原野と異なり，その多くが農地または漁場であ
り，それだけに複雑な要素をはらんでいた（前掲書『青森県議会史 自昭和28
年～至昭和34年』，10頁）。
米軍および日本政府は，地元民の法的知識が乏しいことをよいことに，
一方的に演習地などを接収，それを次第に増加させていた。岩木山麓地区
が米軍に接収されることになれば，開墾に従事する210戸の入植者と521戸
の増産者が移住を余儀されるだけでない，同地区の畜産，林業，その他の
産業に大きな影響を及ぼす懸念があった。だから，県が4月15日に米軍の
要求を発表するや，関係各町村はこぞって反対運動に立ちあがり，県議会
に陳情書を提出した。6月29日に招集された県議会の第34回定例会では，
野党議員がこの問題を鋭く追及，県議会は二つの決議文を議決して反対運
動を開始した。こうして反対運動は，単に関係地域住民だけでなく，教育
界や婦人団体にまでおよび，全県規模に拡大していった（同上，12頁）。
事態を重視した県側では，横山副知事，農林部長，開拓課長が上京し，
県，地元，および県選出国会議員が三者一体となって，県議会とも協議し
て，県を挙げて反対運動を起こすことを決定，国の関係諸機関に何度も反
対陳情を試みた。
関根地区の拡張接収と岩木山麓地区の接収要求については，県民の間で
批判の声が高まる一方であり，関係地区の住民たちは，各々「演習地反対
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期成同盟会」を結成，県および県議会とも協力して反対運動を強化した。
そして8月25日，両期成同盟会は合同主催で演習地反対県民大会を開催す
るに至った。
当日，午後1時から県庁前の広場に参加した者は，関根地区から約300
名，岩木地区から約300名，それに教組，電産，専売，営林，国鉄，およ
び日東など県労会議傘下の組合員約3,000名で，参加者たちは演習地接収
に反対意見を述べるとともに，大会スローガンと決議文を採択して気勢を
あげた（前掲書『東奥年鑑 昭和29年版』，30頁）。
県民挙げて反対した運動が成功し，岩木山麓地区の演習地接収要求の方
は撤回された。しかしながら，関根地区の拡張接収の方は閣議決定を覆す
までにはいかず，行政協定に基づき補償金などで折衝した結果，翌々1955
年に解決点に達し，同年2月15日に調印にこぎつけた（前掲書『青森県議会
史 自昭和28年～至昭和34年』，15頁）。
5．おわりに─八戸市長選挙
1951年4月の八戸市長選で，村井倉松が夏堀悌二朗の後を襲って第8代
八戸市長に就任，同市の発展に尽力してきた。だが，1953年5月に病気に
倒れ，東京の日本医大第二病院に入院，一旦退院したが，10月23日，膀胱
肉腫で任期1年半を残して死去した。ここに，八戸市は一つの段階を終え，
新たな局面を迎えることになった。村井市長時代の業績としては，八戸市
発展の最も重要なカギとなった港湾の修築，すなわち，懸案の1万トン岸
壁および新漁港の工事着手などが挙げられる（『東奥年鑑 昭和29年版』〔東奥
日報社，1954年］，49頁）。
村井市長の死去に伴う選挙は，12月6日に実施され，市議会議長の岩岡
徳兵衛が医師の岩淵謙一，および助役の福地義男を制して，第9代八戸市
長に当選した。岩岡は地元生え抜きで，1933（昭和8）年，市議に当選し
て以来，市会議員を4期20年も務め，また「五月会」を中心として自由党
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を切り盛りしてきた。この間に市議会副議長，議長として市政に直接参画
していたので，市民の声がどこにあるのかよく知る立場にいた（『八戸市議
会史 記述編 下』〔八戸市，1979年〕，36頁）。
東奥日報紙はその社説「新八戸市長に望む」の中で，当選した岩淵が述
べた“愛される市長”の声明を踏まえて，「市民に愛される市政がいかに
困難なものか過去の政治生活を通じて身をもって体験していると思う」と
指摘し，今年度の市の財政赤字5千万円を加えて，都合1億2千万円に達
する赤字の早期解消を要望した（『東奥日報』1953年12月8日）。
第2章 1954年の青森県
1．はじめに
津島文治知事は，1954（昭和29）年度の予算編成で，国の緊縮財政方針
に伴う国庫支出金の縮小を考え，一般会計予算総額を80億円未満に縮減す
る方針を示し，従来の1局9部34課を大幅に圧縮するとともに，地方の出
先機関を統廃合，経費の削減を図ることにした。機構改革により，県職員
定員200名の行政整理を行い，昇給も一切停止することとした。
この方針に基づき，1954年度歳入・歳出予算とその他の議案が3月1日
に招集された県議会の第37回定例会に提案された。審議の過程で議会内部
は与党，野党とも意見が分裂，また，議会外でも利害関係者たちが猛烈な
反対運動を展開，会期を三度延長して3月30日，修正動議が可決された。
だが，この時，津島知事から再議（拒否権）発動の通達書が議長の手元に
提出された。ただ，審議の方は時間切れとなり，会期は満了・閉会となっ
た。
再議については，有効か無効かという疑念が生じたが，自治庁は知事の
手続きを正当だと認め，修正動議は白紙となった。その後，津島知事は原
案の一部を改め，その他は当初案通りで，4月21日に招集された臨時会に
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提案，野党が退場する中で，与党自由党の単独採決で押し切り可決した
（『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』〔青森県議会，1960年〕，199頁）。
1950年代の市町村合併は，戦後の地方自治制の下で，新たな機能を付与
された新自治体を生み出した。実際，1953年8月1日の町村合併促進法と
1956年6月30日の新市町村建設促進法の公布を経て，全国の基礎自治体は
約三分の一に減少した，といわれる（河西英通「自治体の創出と模索 市町村合
併の促進」『青森県史 資料編 近現代5』〔青森県，2009年〕，140頁）。
本県の場合も1953年7月，「青森県町村合併促進協議会」を県町村会の
事務局に発足させ，そして翌1954年1月，「青森県町村合併促進審議会」
と改称して県の事業として進め，第一次案をたたき台として専門委員会に
付託，8月12日，中津軽郡の分を残して第二次案の青森県市町村合併計画
ができ上がった。
こうして，1954年5月から1955年6月に至る県内の市町村は，明治20年
代以来といわれる，大変革＝「町村合併」の嵐に見舞われることになった。
そして，これに伴う新市町村誕生への過程で各地域は大きく揺れた。その
背景は，合併賛成および反対をめぐって各地域住民の利害感情が対立・紛
争し，新制度への段階として，画期的なものだったからに他ならない
（『東奥年鑑 昭和30年版』〔東奥日報社，1955年〕，38頁）。1954年の市制ブームの
中で，県内では新青森市の編成をはじめとして，黒石町と五所川原町が新
たに市として発足した。
この年，津島文治県知事二期目の任期満了に伴い，知事選が行われるこ
とになった。現職知事の津島の他に，山内亮，米内山義一郎，千葉伝蔵，
および間山信一の都合5名が立候補した。11月5日の知事選の結果は，津
島候補が16万1,445票，山内候補が9万4,893票を獲得，津島が山内を約6
万6千票離して知事に当選，三度目の栄冠を勝ち得た。
津島候補は，事前の知事三選阻止の声を完全に振り切って当選した，と
いえる。当初，優勢だといわれた山内と千葉は期待に反して票が伸びず，
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また，この間にあって，革新系の米内山が9万3,156票獲得，次点の山内
と僅か1,700票の差で善戦するなど，本県革新系の基盤が大きく成長して
いることを物語った（『陸奥新報』1954年11月7日）。
津島はこれまで知事二期を通じて，県政の執行面において，GHQとの
折衝，戦災都市青森市の復興，食糧増産，リンゴ産業の振興，地方財政の
確立，民生の安定，さらに新教育制度の実施など問題が山積する中で，失
敗もあったものの，総じて言えば，独自の政治手腕を発揮して青森県の発
展に寄与してきた（『青森県人名事典』〔東奥日報，2002年〕，439頁）。
本章では，1954年の青森県の政治・社会動向を分析する。論述は第一に，
県議会が可決した議案への津島知事の再議＝「拒否権発動」問題に言及す
る。第二に，市町村合併の経緯と課題を検討する。第三に，県知事選挙の
結果を紹介する。その上で，台風15号来襲に伴う，洞爺丸転覆事件および
県内の被害状況を見てみたい。
2．津島知事の「再議」問題
1954年度の国の予算は，1兆円を下回る緊縮予算であり，地方財政が困
窮した場合，県の予算も極度の緊縮予算を組むことが予想された。また，
前年の凶作による被害もあって，県は財政を抜本的に検討する必要に迫ら
れていた。そこで津島知事は，新予算編成前に経費節約を兼ねて県の機構
改革を決意，従前の1局9部34課を1局7部に縮小し，職員も定員に対し
て300名，実人員にして約200名の整理を企画した。
これに対して，議会各派は議員総会を開催して検討，意見の取りまとめ
を試みた。だが，議会で過半数の29名を擁する自由党は分裂し，反対者が
他の党と呼応する状態となり収拾できない混乱状態となった。県会議員の
選出区域における統廃合で地方事務所を失うことで不利になるので，その
背後の地元町村長，町村議会，水産業者などが反対して，利害に動かされ
て策動，そのため，会期は延長に延長を重ね，3回にわたって5日間延長，
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会期は3月30日までとなった（前掲書『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』，
170頁）。
3月30日，本会議は午後10時55分に開会，決算，予算特別委員長の報告
終了後，議案51号（部設置条例），同54号（土木事務所設置条例），同55号
（社会事務所設置条例），および同56号（土地改良事務所設置条例中改正条
例）など，県本庁と出先機関の機構改革に関する議案が野党連合によって
賛成多数でもって修正動議どおりに可決され，その他の議案とともに知事
の下に送付された。
これに対して津島知事は，地方自治法第176条第1項の規定に基づき直
ちに「再議通達書」を中島清助議長に手渡した。議長は11時45分，「ただ
今知事から議案51号，議案54号，議案55号，議案56号の修正動議を再議に
付する旨の達書が送達されました。これを御手許に配布いたします」と発
言するや，修正議決に賛成した議員たちが議長席に詰め寄り議場は混乱し
た。中島議長は混乱の中で「会期を延長します。暫時休憩……」と発言し
たが，午前12時を経過したので自然閉会となった（前掲書『東奥年鑑 昭和30
年版』，29頁）。
それでは，再議とはいかなる類の性質なのか。地方自治法では，議会が
議決した条例または予算について異議のある時，知事は10日以内に理由を
示して再議に付することができると定めている。だから，一般に再議とは，
知事の“拒否権発動”だと称されている。ただ，今回の場合，知事の再議
は本会議には上程されておらず，しかも何ら審議もされなかったので法的
には再議の意義が失われており議案の修正動議は有効である，というのが
野党側の主張であった。一方，与党側は，知事の再議は拒否権の発動であ
るから，知事の通達書が議長によって受理された瞬間に効力を発し，議会
の修正議決も知事の原案も一応白紙に帰った，というのがその主張であっ
た（前掲書『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』，202頁）。
両者の意見対立に苦慮した県側は，自治庁に疑義を照会した。その結果，
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自治庁から「再議の手続きが完了し，当該修正条例は議決の効力がなくな
ったと解してよい」，との回答を得た。もちろん，この解釈については，
4月21日に開催された臨時会でも，知事側と野党側で応酬がかわされた。
だが，津島知事から再提案がなされ，与党自由党は多数で質疑を打ち切り，
採決の結果，知事提案の原案が可決，再議問題はこれで終止符が打たれた。
3．市町村長合併
市町村合併はこの年，県内において最大の政治的課題となった。2月1
日，県町村合併促進審議会の正式発足と同時に，県では「青森県市町村合
併計画第一次試案」として，現在の163市町村を3市60ヵ町村に減少する
案を審議会に提出，本格的な検討がなされた。審議会では，専門委員の意
見を参考にして，8月12日，3市60ヵ町村をさらに，9市34ヵ町村とする
が適当である，と答申した（第二次試案）（前掲書『東奥年鑑 昭和30年版』，
38頁）。
県は答申案の検討に着手，地方自治法第8条の2に基づき各市町村の意
見を9月までに提出するよう措置し，次いでこれを9月10日，第19回臨時
県議会に諮り意見を求めた。だが，議会側から「計画案は市町村の自主的
意思決定を拘束し，また知事の勧告は強制権を有するものでなく，専ら当
該関係市町村の今後にある合併進捗に対し一応の指針たるべきものであっ
て，かつ本案はさらに検討を加えるべき面もあるので知事は実施面におい
てさらに実情に即し，調整しなければならない」，との意見が提出された。
しかしながら，県側は計画案を直ちに修正しないで，今後の合併を促進
する指針として「青森県市町村合併計画」とすることが適当であるとの結
論に達し，これを9月13日，全市町村に対して公告した（同上）。
当該計画では，本県の3市160ヵ町村を，適正規模の七戸，浦野舘，天
間林，野辺地，大三沢，並びに面積が広大で周辺の町村との交通不便であ
る6ヵ所と佐井の2ヵ村を除き，青森，八戸，弘前，五所川原，黒石，三
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本木，板柳，三戸，および田名部を中心として9市をつくり，東郡21ヵ町
村を4ヵ町村に，以下，西郡の20を4，中郡の6をゼロ，南郡28を4，北
郡23を4，上北郡16を11，下北郡9を5，三戸郡27を2という具合に，都
合34ヵ町村に縮減することを目標にした（前掲書『青森県議会史 自昭和28年
～至昭和34年』，7頁）。
問題なのは，7月1日，新黒石市が誕生したものの，市制発足早々，
100余名の与野党議員がことあるごとに対立・紛争，市長選の無効や議長
告発問題が生じたこと。また，10月1日，新五所川原市の誕生に際しても，
嘉瀬村の長富部落を五所川原市に合併するべきだとの主張が強くなされる
など，市制をめぐって反対運動が生じたことである。このため，合併計画
を予定していた町村の中には，実態を見て保留したものもあった。市長村
の合併・編入をめぐっては，県当局が遅れを取り戻そうと進捗を急ぐあま
り，紛争が生じた側面も少なくない。またこれに，「青森県町村会」や
「青森県町村議会会」が介入，県会議員の選挙区線引きを巡って利害が錯
綜，合併は必ずしも県の思惑通りに進まなかった（同上）。
なお，新しく市になった黒石市長選挙は7月28日に行われ，元県議会議
員の福士永一郎が，また新五所川原市長には，11月20日に社会党の元衆議
院議員の外崎千代吉が当選した。
4．知事選挙
津島知事の第二期目の任期は，1954年10月でもって終了する。だが，津
島知事の方は，全ての面から見て自身の責任で解決すべき多くの懸案事項
を抱えていた。そこで，三期目の出馬を当然覚悟していた，といわれる
（前掲書『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』,36頁）。
知事選挙は10月11日に告示，11月5日に投開票されることになった。今
回の選挙では，津島は最初から中立の立場をとっていたので，自由党は候
補者として元青森市長の千葉伝蔵を擁立して対抗，その他に農協を主力と
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した山内亨，社会党公認の米内山義一郎，養成会の間山信一が出馬した。
結果は，津島が山内を約6万8千票引き離して当選した。今回，かつて
政敵であった小笠原八十美・前衆議院議員が全面的に支援したことが特筆
される。これで，従来いわれてきた「津軽」と「南部」の政治的なわだか
まりが払しょくされる一因となった。また，山崎岩男・衆議院議員が自由
党の支部長を辞任して応援したことも津島陣営にとって幸いした。なお，
投票率は平均で63.3％，男性71.04％，女性56.16％に留まった（同上）。
三選を果たした津島知事は，青森市大町の選挙事務所において，万歳の
嵐の中で，次のように抱負を語った。「県民の皆様のご支援を得て当選し
た以上はいろいろな公約を速やかに実行していきたいと念願している。三
期当選したため緊張を欠いたりマンネリズムに陥ることなく緊張して清新
な気持ちで創意工夫をこらして県民の皆様のご期待に添いたい。責任の重
大さを痛感し，いっそうの努力を傾注する」（『東奥日報』1954年11月6日）。
陸奥新報紙は，戦前の予想では津島不利であると見られていたのが，大
量得票を獲得した理由を次のように分析している。①津島三選の阻止のさ
けびがあまりに強く他候補によって叫ばれた他に自治庁の見解等が大きく
扱われたことが逆にインテリ津島への支持を大きくしたことが挙げられる。
②津島氏があくまでも「県民との約束」を理由に自由党入党を拒否して無
所属で出馬したことが浮動していたインテリ層の票を集める結果となった。
③津島氏には釈然としないものもあるが，それかと言って津島氏以外に信
頼出来る人間がないという人物本位の票が集まったことも大きな原因とし
て挙げ得る。④そして以上の諸要素が「現職」の強みによって固く裏打ち
されてたいたと見て間違いないだろう。要するに，“津島打倒”の声に同
情票が集まり，南部でも小笠原の支援で憂色を一蹴，その結果，現職の強
みを十分に発揮したものだ，といえよう（『陸奥新報』1954年11月7日）。
今回の知事選挙は，保守系が乱立する中で，候補者の調整に困難を極め
た。しかし，結果的に津島の三選で，県政政争の芽を摘みとることができ
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た点などを考慮すれば，今後，安定した県政の運営が期待された（木村良
一『青森県知事選挙』〔北方新社，1998年〕，29～30頁）。
5．おわりに─台風15号の襲来
9月26日に襲来した台風15号は，各地で最大の災害をもたらした。本県
でも住宅，建物，および農作物や，その他の被害は甚大にのぼり，人命を
失った地域もあった。こうした中で午後6時頃，青森港に向かって函館港
を出発した青函連絡船・洞爺丸をはじめとする船舶5隻が転覆・沈没，大
きな死者をだし，船長をはじめ関係者の暴風に対する見通しの甘さが浮き
彫りとなった（『新聞記事に見る青森県日記百年史』〔東奥日報社，1979年〕，765頁）。
この惨事の犠牲者となった一般船客，国鉄，および郵便関係者などは，
1,440名に達し，本県関係でも240名にのぼる遭難者を出した。遭難した洞
爺丸は，1947年3月，三菱神戸造船所で建造されたもので，8月に天皇・
皇后両陛下が御来道の際には，お召船となった優秀船であった（前掲書
『東奥年鑑 昭和30年版』，220頁）。
なお，県では27日の午後4時，台風15号による県下の被害を発表，リン
ゴ落下が550万箱で損害額1億1,250万円，水田冠水3千町歩，同倒伏2千
町歩となり，このため長谷川農林部長を被害地調査のため急行させ，また，
緊急措置部課長会議を招集し被害対策を協議した（『陸奥新報』1954年9月28
日）。
第3章 1955年の青森県
1．はじめに
1954年12月10日，吉田茂内閣は総辞職，新たに，鳩山一郎内閣が発足し
た。そして翌1955年1月24日，鳩山首相は衆議院を解散，2月27日に総選
挙が行われた。本県では，第一区は，社会党左派の淡谷悠蔵（6万4,805
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票）がトップで当選，これに，民主党の三浦一雄（5万0,794票），同じく
民主党の夏堀源三郎（5万0,746票），および自由党の小笠原八十美（4万
6,921票）が続き，森田重次郎と山崎岩男は落選した。一方，第二区では，
民主党の木村文男（4万3,514票），民主党の楠美省吾（3万9,617票），お
よび民主党の竹内俊吉（3万6,865票）が当選を果たし，三和精一，福士
文知，島口重次郎，大沢糾明，および工藤浩は落選の憂き目をみた。
本県では第一区と第二区合わせて定数7名のうち，民主党が5名，自由
党が1名，および社会党左派が1名の色分けとなった。なお，投票率は平
均すると75.83％で，男性が81.41％，女性が70.23％であった。
続いて4月23日，県議会議員選挙が行われた。結果は，定数50名中過半
数を占める政党は存在せず，色分けは最終的に民主党が21議席，自由党が
15議席，社会党左派が4議席，社会党右派が2議席，県政クラブが8議席
となった。投票率は平均81.1％と高かった。
議会で多数派を制する政党がいなかったため，正副議長の選出は困難を
極めた。しかし，最後に正副議長は，比較第1党である民主党の大島勇太
郎と阿部敏雄に決まった。ただ，津島知事は自由党寄りであって，県議会
は野党民主党に主導権を握られたため，県政運営の険悪化が懸念された。
県内最後の選挙として，4月30日に市町村長・市町村議会議員選挙が一
斉に行われた。焦点の青森市長には，自由党の横山実（4万2,390票）が
民主党の和田英五郎と共産党の大塚英五郎を振り切って当選，三選を果た
した。一方，弘前市長には，5人が立候補したものの，無職属で元市長の
岩淵勉（2万1,399票）が現職の櫻田清芽（1万5,040票）を制して，市長
に返り咲いた。なお，新五所川原市長には自由党の山内久三郎（9,594票）
が，また，新黒石市長には無所属の伊藤貞文（5,907票）が各々選出され
た。
この年には，中央政界において，左派社会党と右派社会党が合併して日
本社会党を結成する一方，自由党と民主党も保守合同して自由民主党（以
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下，自民党と略）となった。その結果，自民党と社会党を対立軸とする，
いわゆる「1955体制」が確立され，中央政界での政党統合により，本県で
もその影響を受け，社会党統一県連，自由・民主党合同県連が誕生，政党
が再編成された。ただ，寄合所帯であったので，県議員も各々旧派に分か
れて対立した。
本章では，1955年における県内各段階での選挙動向と結果を分析する。
論述は，第一に衆議院議員・総選挙の結果を考察する。第二に，県議会議
員選挙の結果と県政への要望を検討する。第三に，青森，弘前，五所川原，
および黒石市長選挙の結果を論じる。その上で，青森県の財政赤字の実態
にふれてみたい。
2．衆議院議員・総選挙
2月27日に行われた衆議院議員・総選挙では，本県の場合，鳩山内閣発
足前の自由党4議席，民主党2議席，および左派社会党1議席から，今回，
民主党5議席，自由党1議席，および左派社会党1議席となり，政治配置
図に大きな変化が見られた。とくに，民主党の著しい躍進ぶりと自由党の
退潮が目立った。
東奥日報紙は，県内の総選挙結果について戦いを振り返りながら，次の
ように報道している。まず，「今度の選挙で目立った大きな結果としては，
第一に自由党の退潮が挙げられる。一区では連続五回にわたって当選し続
けた山崎が最下位で初めて苦杯をなめ，二区では三浦氏が最後まで竹内氏
と争って軍門に下った。この自由党の敗因は個々にはいろいろあるとして
も，長期の自由党政権に対する交代を要求した県民の声とみるべきだろ
う」と，総括した。
その上で，「自由党の敗退の半面，民主党の画期的な飛躍があげられ，
特に定員全部を同党で占めた二区は特筆にあたいしよう。一区も森田氏が
僅かの差で次点に落ち，一時は6名の議員が同党から選出されるのではな
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いかと思わせたほどの上昇ぶりであった。勝因は平野幹事長以下の作戦が
当を得たことと，寄合世帯の割に団結した党員の運動があったようだ」と
指摘した。
続いて，「一，二区を通じての得点差の少ないことも今度の選挙の特徴
で，一区は揃って4万台，当選者と落選者の差が千余票，二区もほぼ同様
で戦後二回目の二区外崎対大沢の接戦（91票差）には及ばなかったが，ま
れにみる接戦であった」と分析した。
結論的に，「『浮動票の恐ろしさ』ということがいつも選挙でいわれるが，
二区ではこれが民主党へ，一区では革新と民主へ流れた」と，結んでいる。
なお，最後の“あとがき”では，「新選良の顔ブレによって，今後行わ
れる県議選，市町村長，同議員選に大きな影響が出てくるだろうし，県会
も民主党へのクラ替えがこの予算議会終了後に行われよう。津島知事もバ
ックの自由党の勢力分野縮小に伴ってその動向が注目されてくる」と分析
し，衆議院選挙後の県内政局を展望している（『東奥日報』1955年3月1日）。
3．県議会議員選挙
鳩山一郎は前年11月，民主党を結成して総裁に就任，この流れを汲んで
本県でも1月12日，民主党県支部が結成された。この結果，自由党に属し
ていた第一区の夏堀源三郎と第二区の木村文男・衆議院議員をはじめ，多
数の県会議員が新党に参加，多数派を占めていた自由党は過半数を割るに
至った（『青森県年鑑 昭和30年版』〔東奥日報社，1955年〕，30頁）。
4月23日，戦後第2回目の県議会議員選挙が実施された。結果は，定数
50名に114名が立候補，競争率は2.28倍であった。これを前回の選挙と比
べると，26名も候補者が減少したことになる。中央政界の政党離散集合を
受けて，県内政党にも影響が見られたが，当選者は当初，民主党が18名，
自由党が14名，左派社会党が4名，右派社会党が2名，そして無所属が12
名であった。多数派を制した政党はおらず，民主党が第一党となり，自由
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党とはその立場を異にした。また，社会党は左右両派で6名を獲得した。
全体を通じて，新人は26名の過半数を占め，保守両党の幹部が枕を並べて
落選するなど，県議会のメンバーも時代の変化を示した（『青森県議会史
自昭和28年～至昭和34年』〔青森県議会，1960年〕，265頁）。
東奥日報紙は，「これらの議会新分野によって目下自由党が占めている
正副議長の交代が必至であるとみられ，また自由党をバックとする津島知
事にも大きな影響を生じるものとみられている」，と懸念を表明した（『東
奥日報』1955年4月24日）。実際，第一に問題となったのは，議長の選出であ
った。ただ，各党が多数派工作を展開した結果，民主党は21名，自由党は
15名，県政クラブは8名，左派社会は4名，右派社会党は2名の色分けと
なり，正副議長には24票獲得した，民主党の大島勇太郎と阿部敏雄が選ば
れた。ただその一方で，津島文治・知事は，翌年5月，臨時県議会で県職
員給与条例案が修正された責任をとって，辞表提出に追い込まれることに
なる（『東奥年鑑 昭和31年版』〔東奥日報社，1951年〕，40頁）。
陸奥新報紙は社説「県議選当選者にのぞむ」のなかで，新しい当選者に
対して次のように注文をつけた。「当選者各位にたいしてまず一番に要望
したいことは，公約を果たすためにベストをつくせ，ということである。
（中略）第二に要望するところは，県議会としての活動，運営については，
できるだけ党派的闘争をしりぞけるようにしてもらいたいことである。
（中略）第三は，県議会の在り方を刷新してもらいたいことである。（中
略）最後にいっておきたいことは，県財政の赤字を現在以上にふやすこと
なく，現在赤字は県の自力で解消することとし，まちがっても，近く制定
されるであろう，地方財政再建整備法の厄介になるようなことはしないで
くれということである」（『陸奥新報』1955年4月24日）。
財政赤字については，東奥日報紙も懸念を表明し，社説「新県議諸氏
に」の中で，「まっさきにとりあげるべき問題として県財政の緊迫がある。
地方財政再建整備法の適用を受ける前に立ち上がりのあるまいと先の県議
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会で県知事自身が述べるほどの本県の赤字財政をどう切り抜けるか，これ
が県政当面の課題である」と，指摘している（『東奥日報』1955年4月24日）。
なお，県の財政赤字問題については，本章の最後で再度論じることにする。
4．青森，弘前，五所川原，および黒石市長選挙
統一地方選挙は，4月30日に行われた。青森市長選挙は自由党の現職横
山実が民主党の和田喜太郎に7,099票の差をつけて3選を果たした。横山
市長は3選目に立候補するに際し，2期連続市長の実績から，和田候補を
1万票以上引き離して当選すると，言外に匂わしていた。それだけに，8
千票足らずの票差について反省の声がしきりであった（『青森市議会史 自昭
和28年～至昭和31年』〔青森市議会，1982年〕，453頁）。
3選を果たした横山市長は次のように語った。「市民のみなさんにあき
られたことと，最初から楽勝と運動員も，わたし自身すらもみくびったこ
と，悪い材料が揃って終盤戦では思いかけない苦戦となったが和田さんの
実力にはいまさらながら敬服しましたヨ」と，戦いの跡を振り返った
（『東奥日報』1955年5月2日）。三期連続して市長の座に就任した横山市長の
前には，前年からの継続の青森市周辺の編入合併問題と1億円を超える財
政赤字の解消が待ち構えている。
一方，立候補者が5名という全国一の激戦となった弘前市長選挙は，岩
淵勉が激戦の末勝利し，他の4候補の追撃を振り切った。市町村合併で有
権者は倍増したものの，しかし，岩淵は現職市長の櫻田に6,358票の差を
つけて当選した。市長に帰り咲いた岩淵新市長は，次のように語った。
「市町村合併によって名実ともに大都市として発足した新弘前の市長に
当選したことは，市民のご支援の賜と感謝にたえません。弘前市の現状は
合併によって飛躍発展の途上にあるとはいえ合併議定書による諸計画の実
行，あるいは市財政，行政の諸問題など幾多の懸案をかかえており，その
実施について容易ならざるものがあります。市長として就任した上はすべ
188 専修法学論集 第122号
て公約に従い誠心誠意市民の福利増進を期し，大弘前市の発展に力を注ぎ
今日の市民のご支援に応えるべく決意をしております」（『陸奥新報』1955年
5月1日）。
岩淵新市長は現在66歳，弘中，慶応大理財科卒で，弘前電灯会支配人，
陸奥，津軽両鉄道常務を経て，弘前市長に当選，これを2期務めた。弘前
大学の誘致に成功を収めた後，弘前電鉄をおこし同社社長に就任するなど，
津軽地方の電気・鉄道の発展に貢献した「経済界の重鎮」であった（笹森
貞二『弘前市長伝』〔津軽書房，1988年〕，80頁）。
次に，五所川原市長選挙は，現役の木村慶蔵と新人の山内久三郎の争い
となったものの，前回市長選に落選した山内に同情が集まったのと，消防
団長の職にあった木村の離職による票の減少が得票を左右，山内が木村を
終始リードし，旧市部を基盤にとする山内に凱歌が上がった。新市長の山
内は，現在50歳の働きざかりである（『陸奥新報』1955年4月31日）。
最後に，黒石市長選には，5名が立候補，乱立のため得票争いも激しく，
結果は，無所属新人の伊藤貞文が共産党の柴田久次郎を1,032票の差で勝
利した。なお，柴田候補は次点で敗れたとはいえ，中郷地区の組織票をは
じめ確実に票を集め，現職の佐藤興三郎を530票離したのは特筆すべき戦
いぶりであった。新市長の伊藤は，43歳の若さである（同上）。
5．おわりに─財政赤字の拡大
この年の重要課題はいうまでもなく，県の財政赤字であった。引き継ぐ
赤字財政に加えて前年の冷害・凶作，また，高まってきた酪農熱も乳価の
低落で不振であった。その結果，県財政は大緊縮政策を断行したにもかか
わらず，年度の終わりには，繰り上げ充用3億7,800万円，事業繰り越し
一般財源所要額1億2,000万円，および1952年度以前の国庫直轄事業分担
金未払い分1億9,000万円など，約7億余円の赤字が見込まれた。
津島知事は，この赤字の解消策として「地方財政再建促進特別措置法」
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の適用を受けねばならないかも知れないと，述べていた。ただ，当該法を
適用するのか，または自主再建か否かについて検討した結果，本県では自
主再建が適当だと，津島知事は判断するに至った。ちなみに，東北6県で
自主再建は本県のみであった。なお，幸いにも9月1日の“210日”は平
穏無事に過ぎ，稲作は170万石を超える未曽有の豊作が予想されるなど，
県の赤字財政は継続されたものの，県内では久方ぶりに明るい気分が満ち
あふれた（前掲書『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』，266頁）。
第4章 1956年の青森県
1．はじめに
前年1955年4月の統一地方選挙において，弘前市では岩淵勉が市長に返
り咲いた。しかし，岩淵市長は登庁僅か1ヵ月足らずで病気となり，12月
に辞任を表明，翌1956年1月14日に死去した。死因は胃がんであった。
後継市長選は2月18日に行われ，4人が立候補，選挙の結果，元県民生
部長で県立弘前高校長の藤森睿（2万5,779票）が当選，福士文知，櫻田
清芽，および八木橋秀夫をおさえて第22代市長に就任した。藤森市長は，
赤字克服（財政健全化）を第一目標として市財政の緊縮に努めることが期
待された（『弘前市史 明治・大正・昭和編』〔弘前市，1964年〕，715頁）。
参議院通常選挙が7月9日に行われた。本県の地方区では，現職で自民
党の笹森順三，社会党の盛田三喜雄，および緑風会の荒川謙治の三人で争
われた。その結果は，笹森が20万8,097票を獲得して勝利し，1953年の補
欠選挙に続いて連続当選を果たした。
選挙戦では有権者の間で，笹森の知名度は高く，次点の盛田（13万
7,483票）を7万票あまり離しての圧勝であった。笹森の圧勝は，候補者
の公認をめぐってもめていた自民党が一本化に成功したことが大きい。た
だ，選挙の話題は津島文治知事の辞任により，知事選の方に走り勝ちで，
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投票率は過去最低の56.01％と低かった（『陸奥新報』，1956年7月10日）。
この年の県政最大の話題は，何よりも津島知事の退陣である。津島知事
は6月29日，大島勇太朗・県議会議長に「一身上の都合により，退職した
い」旨の辞表を提出，議会は6月1日臨時会を開催してこれを承認した。
津島知事は1947年4月，初代民選知事に就任以来，全国でも数少ない3
選知事として，9年2ヵ月にわたって首長の座に君臨してきた。津島知事
は辞職の原因について，公式には「北部上北の開墾，八戸市の工場誘致な
ど公約の実現をみたので辞める」と説明した。だが真相は，県議会の与党
ともいうべき自民党が，旧民主党と旧自由党とに内部で対立，多数派を制
しできなくなった点が大きい（『東奥年鑑，昭和31年版』〔東奥日報社，1956年〕，
40頁）。
辞任した津島知事の後を決める選挙は，7月20日に実施された。無所属
から前衆議院議員の山崎岩男，自民党から平野善治郎，および共産党から
大沢久明が出馬した。選挙の結果は，非公認の山崎（25万0,411票）が当
選，公認の平野に6万5千票の差をつけて勝利し，自民党のメンツは完全
に潰れた形となった。なお，投票率の方は平均すると65.68％（男性
71.51％，女性60.11％）であった（木村良一『青森県知事選挙』〔北方新社，
1998年〕，37頁）。
本章では，1956年の青森県の政治動向を分析する。論述は，第一に岩淵
勉・弘前市長死去に伴う市長選挙の模様を検討する。第二に，参議院・通
常選挙の結果を紹介する。第三に，津島知事の辞任の背景と知事選の経緯
を解説する。その上で，「津島県政」9年あまりを総括してみたい。
2．弘前市長選挙
前年4月の首長改選から1年も経たずに迎えた弘前市長選挙では，有権
者は藤森，櫻田，福士，および八木橋4候補のうち次期の市政を誰に託す
べきか，立合演説会や街頭で呼びかける公約に耳を傾けてきた。
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選挙戦では，各候補者から市町村合併建設計画の推進を中心に，学都弘
前の充実，市営バス実現，中小商工業者救済，および観光都市の整備など
がいずれも当面の弘前市にとって重要な課題が公約として掲げられた。
2月18日に行われた選挙の結果は，当初から優勢を伝えられていた藤森
が，他の候補者を大きく引き離して圧倒的な勝利を収めた。藤森が獲得し
た2万5,779票は，前回市長に当選した故・岩淵の2万1,000票を約4千票
も上回るもので，また，昨年4月の各選挙を見ても一人の候補者として集
めることができる最高得票であった。有権者の関心は高く，投票率は，
74.29％であった。
地元の陸奥新報紙は，藤森勝利の背景を次のように伝えている。まず，
有権者の今回選挙についての判断は，「政党よりも人」という人物本位の
方向にあった点が強く伺われた，と分析，その上で，「事前の予測では，
各候補者の顔ぶれから見て，新市の読みは藤森1万前後，福士1万2千，
櫻田8千といわれ，その通りの展開となった。しかし焦点は，当選の山場
と見られた旧市において藤森が1万5千と他の候補を大きく引き離す伸び
をみせて当落のカギを握ったことである。実際，藤森は市内全地域にわた
って支持者にムラがなく堅実な地盤を持ったことと合わせて，清新な人柄
が高く買われた結果が旧市内で大量得票を可能にした要因であった。明政
会所属の市議18名が新市の地盤固めをする一方，旧市内においては協和党，
地区労など組織票が中心となり婦人層，知識層の票も大きく固まった」
（『陸奥新報』1956年2月20日）。
東奥日報紙は社説「新弘前市長への期待」の中で，次のように藤森当選
の意義と要望を述べている。「藤森氏当選の原因は，ひとくちに市民良識
の勝利であると評し得よう。……当選はしたものの新弘前市長にとって真
の困難はこれからである。……そこで新市長に望む第一のことは，選挙に
おける議員の支持と反対になるべくとらわれないような努力を払ってほし
い。合併後の町村でも平賀の町議会とか常盤村議会とか与，野党の対立を
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ほとんど解消している例が絶無ではないからである」（『東奥日報』1956年）
2月20日）。
当選した藤森は，喜びを次のように語った。「弘前市民が私に同情して
くれたことは感激のほかない。私の周囲の人たちが当選させるために純粋
な気持ちで闘ってくれたのが勝利の大きな原因になり，私もその人たちの
日程に誠実に従って市民に所信を訴えた。バカの一つ覚えのように公約し
た市民の希望を市政に打ちたてるため粉骨砕心し，信頼に応えたいと思う。
……市民の声をよく聞き市民のために政治を行うという念願を果たすつも
りである」（『東奥日報』1956年2月19日）。
藤森新市長は，弘前出身で現在52歳。弘中，東洋大卒で，青森県女子師
範学校教諭，青森高女校長，および五所川原高女校長と教職にあること18
年。1943年視学官を振出しに県庁入りし，その後，教育課長，社会教育課
長，人事課長を歴任。1950年，県民生部長に，そして1953年，弘前高校長
となった。
3．参議院・通常選挙
参議院通常選挙は7月9日に投票が行われた。本県地方区では，自民党
の笹森順三，社会党の盛田三喜雄，および緑風会の荒川謙治の三者の間で
争われたものの，笹森が順当に票を集めて当選した。
すでに述べたように，笹森は次点の盛田に7万1千票という大差をつけ
て引き離した。笹森が盛田にリードを許したのは郡統計では，上北が約
5,500票，町村別では上三の七戸町など8町村，下北の川内町など3町村
の大舘村，東青今別村など2村の計14町村にすぎず，圧倒的支持をほこる
津軽地域では他の候補者に一指も触れさせなかった。
こうした笹森圧勝の背景は，自民党が一本化に成功したからに他ならな
い。事実，参院選の告示直前には，山崎岩男が出馬を予定して公認争いが
生じていた。しかし，津島知事の辞任により，山崎が急遽知事選に回った
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ために，保守二本立てで不利となり，苦戦が必至と見られた笹森の立場は
一挙に好転，公認が容易となった（『陸奥新報』1956年7月8日）。
しかしながら，その後知事選挙の公認問題で自民党が内部分裂，県連幹
部が参議院選を完全に置き忘れた格好となった。そのため，社会党の猛運
動もあって選挙戦前半では一時，盛田の有利が伝えられた。だが，6月25
日，知事選公示とともに，自民党共同対策本部が結成されてから，二つに
分かれていたとはいえ，自民党が知事候補と抱き合わせをはかり，笹森支
援に動き出してから盛り返し，以後，選挙運動を有利に運んだ。
もちろん，笹森陣営の綿密な事前工作と前議員の肩書により広く顔が知
られていたこともあり，また，苫米地，竹内，楠美，および三浦らの国会
議員が「保守と革新の対決」の基本的課題として選挙運動を積極的に応援
したことが大きく影響した，といわれる（同上）。
次点に甘んじた盛田が獲得した13万7,040票は，立派なものであった。
何故なら，社会党は候補者難に悩んで，盛田に押しつけたからである。し
かし，盛田は，立候補してから精力的に活動，共産党の側面から支援を受
けだけでなく，県教組も積極的に応援した。ただ，県知事選への社会党の
出馬見合わせもあり，浮動票の確保に失敗したのが痛かった。
当選した笹森は「もう1ヵ月も期間があってくれればもっとよかった。
ワタシは健康だけが他の二人に勝っていたんですからね」と笑い飛ばし，
次のように語った。
「今度の選挙で自民党の力が如何に大きいかということをつくづく感じ
ました。2区はともかく1区ではワタシの力は極めて微弱なのに予想以上
の支援を得ました。これは末端まで党の力が出来たということなんです。
何としても党の力です」（『東奥日報』1956年7月10日〔夕〕）。
政治学者の木村良一は，笹森の当選に関して次のように論評している。
「第4回（参議院）選挙は二大政党対立後の初の（国政）選挙であり，憲
法改正是か非かをかけての選挙であったが，笹森の知名度には盛田も及ば
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なかった。本県の選挙は政党，政策，イデオロギーなどはあまり問題とな
らない。地元票が物を言う。笹森が津軽地方で圧倒的な強さを示していた
のも地元票であった。盛田は地元の上北郡で笹森に勝ったが，社会党の基
礎票10万票にプラス3万票に終わった（木村良一『青森県参議院選挙』〔北方新
社，1998年〕，26頁）。
4．津島知事の辞任，知事選挙
県議会の第30回臨時会は5月24日に招集，会期は3日間であった。主要
な議案は，軽油取引税創設による追加更生予算で，この議案に関しては問
題がなかった。しかし，重ねて「中間給条例」（中間給与に関しては後述）
について議員の発議があり，会期を1日延長して自民党，社会党，県政ク
ラブ三党による“発議ゴッコ”の形となり，結局，自民党が発議した「警
察職員の昭和30年度における昇格昇給に関する特別条例案」を議決して，
他の議案は否決されてしまった。そこで，津島知事は予算，条例など一連
の提案に対する修正議決に意を決し，5月29日，大島議長に辞表を提出，
6月1日，第31回臨時会を開催し，「知事の法定期間日前退職」について
同意が与えられ，ここに9年2ヵ月にわたった津島県政に終止符が打たれ
た（『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』〔青森県議会，1960年〕，353頁）。
三選を果たして出発した津島県政は，わずか1年半での辞任という予期
せぬ事態を生みだした。津島知事は県財政の悪化を理由として，県職員の
給料表に中間段階を設けて定期昇給を二分の一に押さえる，いわゆる「中
間給与」を打ち出したものの，しかし，県警察本部長などの猛烈な反対を
受け，また県議会の与党である自民党議員にも反対された。知事は，歳入
増を図るため県税の増税と中間給与制度の条例化を決意し議会に諮った。
だが，与党議員は増税が無理であるとしてこれを修正，また中間給与も社
会党が強く反対した。こうした状況の下で，与党自民党は，旧民主党系と
旧自由党系に別れて津島知事を揺さぶり，そのため議会は紛糾した。臨時
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会で原案を修正された津島知事は，知事の座に魅力を失い，嫌気をさして
辞任を表明したのである（木村良一前掲書『青森県知事選挙』，31～32頁）。
東奥日報紙は，社説「知事辞任と県議会および警察当局の態度」の中で，
次のように知事，県議会，および警察を批判した。「選挙民の声もきかぬ
のに卒然としてみずから退陣のみちについたのは，……そうした明るい表
だったことよりも，ゆきづまりを感じて暗い心境におちいってきていると
ころへ，4月臨時県議会における中間給条例の修正議決となったことが，
なによりも大きな契機となり，それによって辞任のみちをえらんだにほか
あるまい。4月臨時会で修正議決がおこなわれなければ，おそらくこのた
びの辞任ということにはいたらなかったであろう」と指摘，だから，「そ
うしたところからいって，知事が辞任することになったという結果を現象
的にみれば，端的にいって中間給与条例の修正を議決した議会側と，議会
をしてそうさせた警察当局が，知事をして辞任を決意させるにいたったと
いってよかろう」（『東奥日報』1956年5月30日）。
津島知事の辞任を受けて，7月20日に知事選挙が行われた。自民党から
は平野善次郎，共産党からは大沢久明，そして無所属からは山崎岩男が出
馬した。選挙は三つ巴戦だったが，実際には，旧民主党系の平野と旧自由
党系の山崎による保守同士の戦いであった。
選挙結果は，無所属の山崎が25万余票を獲得，18万余票を獲得した自民
党公認の平野を下して，知事の座を手に入れた。東奥日報紙は，山崎の勝
因を次のように記している。
まず，「山崎氏は地元の東青をはじめ津軽三市四郡とも平野氏を完全に
押し，特に北郡では七対三と圧倒的な強みをみせ，一方，県南地区でも旧
民主系の絶対勢力を誇る上北郡はふるわなかったものの，平野氏の地元で
ある三戸郡では予想以上に進出，下北郡でも順調に稼ぎ六市三十三十八ヵ
村のうち五十市町村の開票で平野氏を大きくリードし当選を確実に握って
しまい，全開票では六万五千票の差をつけて栄冠を勝ち得た」，と分析し
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た。
その上で，「もみ合った末であるが，平野氏は時めく自民党の公認とな
り，加えて八名の全国会議員特に笹森順三氏の余勢を双肩にかけ，それに
二四名の県議が勢い揃して戦ったが，五期九ヵ年と戦後殆ど国会に議席を
有し県民の面倒をみた関係で名前が末端まで知られていた山崎氏と違って
新規開拓の面が多く，全力を上げたにもかかわらず平野という名前が浸透
しないうらみがあった。逆に山崎氏は後半に入り津島前知事が弘前市に同
市事務所に居を構え積極的な動きをしたことも津軽を制し勝利を飾るもと
ともなったようだ」，と総括した（『東奥日報』1956年7月21日）。
民選四代目の知事に当選した山崎は55歳で，八戸市出身である。八戸中
学卒後，中央大学法学部に進学，箱根駅伝にも出場した長距離ランナーで
ある。大学卒業後，青森商業学校教諭，大湊町長，県議会議員，および衆
議院議員五期を務めた，ベテラン政治家である。
5．おわりに─「津島県政」の特色
津島知事は，在任中県都の復興に力を注ぎ，県立中央病院や県立図書館
の建設など県民の生活や文化面を整備，県勢の発展に努めた。また，「青
森県を新たにつくり替えるためには，万般に対する企画がなければならな
い」と考え，その後の県企画部の前進である企画室を新設，県開発の方向
性を探った。さらに，冷害克服のため，稲作の改善にも取り組んだ。
ただその一方で，津島県政時代には進駐軍の軍政部から求められた供出
米の書類操作でごまかした「空券事件」や職員の汚職事件が相次いで発生，
県政は多難を極めた。さらに，産業振興のため着手したメタンガス開発が
挫折，財源確保を狙った県営競馬が失敗するなど，必ずしも順風満帆とは
いかなかった。最も大きな障害はいわゆる財政難であって，そのために三
期9年余りの知事在任中，二度も任期途中で辞任している（「津島文治」『青
森20世紀の群像』〔東奥日報社，2000年〕，204頁）。
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『青森県議会史』はその中で，次のように津島知事の治世をたたえてい
るので，最後に紹介しておこう。「津島知事は忍耐に忍耐を重ね，あらゆ
る悪条件の中で，新しい青森県の基礎工作に全力を捧げ，後進性を脱却す
べく戦いを続け，幾度か倒れては起き上がり，七転八起，9年2ヵ月の難
行苦行は，面壁九年の今様達大師ともいおうか。まことにその面貌は額広
く眼光鋭く，やせた今様達に，さも似た感じの持ち主津島知事だった（前
掲書『青森県議会史 自昭和28年～至昭和34年』，40頁。なお，津島文治・知事の人と
なりについては，『清簾一徹』〔筑摩書房，1974年〕，福島常作『文治先生行状記』〔北の
街社，1978年〕，および秋元良治『知事交渉十五年─対決の旋律』〔北の街社，1987年〕，
に詳しい）。
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